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イプ号様式 (第11条、第13条、第14条関係)

事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書 ( 新規 ― l

関西尾池工業株式会社 代 表取締役社長 尾池均

075  -

京都市南区上鳥羽北塔ノ本町34番 地

特定事業者の

主たる業種
蒸看加工製品およびコーティング加工製品の製造

該当する軍葉
者要件

F 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換
算して1,500キIlリットル以上))
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又
はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規貝J第10条 第4号 該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事
業者 (二酸化炭素に換算して3,000トン以上))

「

「

計 画 期 間 平成 17 年  4 月 平成  20 年   3  月

基 本 方 斜 電力使用効率の改香による原単位 7%の 削減を目指す。

推 進 体 制 環境管理組織体制 (IS014001認 証取得済み)

年度ごとの具

体的な取組及
び措置

年 度 設備 、対象 、エ 討  回 肉  容

蒸着機 ・ルギッ″機、全社
蒸を機 スポ″夕機 :準備、ンツチ

°
友換時今作業時不要のポ〃 の停止。

全社 :適切な空胡の温度管理の実施。原単位 :平成16年度比 3e/6削減

蒸着機 ・ス′ヾタタ機、全社
蒸を機 スボ″夕機 i準備、シリイ

・
交換時等作業時不要のポンフの中止。

全社 :適切な空面の温度管理の実施 原単位 :平成16年度比 5%肖U減

蒸着機 ・ルギタタ機、全社
蒸岩様 スボ″夕機 :鞠続、ンタ;・変換時等作業時不要のポンフの存上。
全社 :適切な空日の温度管理の実施。原判立:平成16年度比 70/e削減

温室効果ガス
の排出量等 排出区分

基準年度 (実績 )

( 平成16 )年 度
てこ卸 ヒ炭纂換第 (t))

日凍年度 (計田,
(平成19  )年 度
(二酸化炭素決算 (|)) 般鉤∽A事 業所等排出区分 6,440 3  1 7102 2 t ↑103   %

B輸 送車両排出区分 t t
3/c

Cそ の他排出区分 t t
e/9

排出合計 1                6440ど 3 t ■2             7,102 t ↑103   %

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

く二酸化炭案浜寧 (|

森林の保全及び整備 (整備画宿) く吸収■) t

府内産の木材の利用 (利用よ) m' 〈削減よ) t

自然エネルギーを利用した電
力又ほ熱の供給

(売を強) kwh (削減よ) t

(撫供給な) C (削減■) t

グリーン電力の購入 (盛入■) kwh (削減■) t

削減量等合計 t

差引排出量

(排出合計一削減年合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)

6440 3 t ●2)―(tt1          7102 2  t 103%

特 記 事 項 当社では電気使用室のH」顔評4th値として、原早便 (二酸化尿乗■生産数量)を 使用 していま坑  (基 準年FxF平成 16
年度 原 単位 25 3 平 成 17年 度目標 原 革位で 24 5に 対 し、実績は 21 6で 14 2%削 減)

通 絡 先 担 当 部 署

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ リ番 号

注 1骸 当する日には、レ印を記入してください。特定手業者以外で自主参カロされる事業者の方は、レ印の記入は不要です。

2「 基準年度Jと は計画期間の前年度を、 「目標年度Jと は計画期間の最終年度をいいま汽

3「 事業所等排出区分Jと は、京都府内の事業所等の事業活動のためのエネクレイーの使用に伴い発生する温室効果ガスを、 「輸送車両排出区分Jと
は、自動HII送事業者については使用の本祖の位置を京柳付内とする車両の排出する温ま効果ガスを、鉄道事業者については保有する安物車両又
は旅客=両 の排出する温室劾鼻ガスを、 「その他排出区分」とは、上記以外の京柳市内における事業所等のま栄活動に伴い発生する温室効果ノス
をいいます。
4「 特記事項Jに は、平成2年度 (1990年 度)を 基準とした排出との対比やエネルギー原単位C02排 出を、省エネ製品開発など他者の温室効果
ガス排出HJ滅への貢献、グツーン題達の採用、特定7● ンなどの条例指定外の温室効果〃スの再Ⅲ滋などを記入してください。


